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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 187,545 △27.6 19,190 8.8 21,274 20.9 10,426 △34.2
22年3月期第3四半期 258,994 △13.0 17,634 △60.4 17,591 △61.1 15,839 △16.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 82.22 73.55
22年3月期第3四半期 124.90 111.76

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 1,171,018 280,950 22.7 2,097.94
22年3月期 1,563,843 299,606 16.6 2,045.02

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  266,050百万円 22年3月期  259,340百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
23年3月期 ― 0.00 ―
23年3月期 

（予想）
0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
消費者金融業界におきましては、事業環境の変化が激しく、また、法的規制の影響など不確定要素が大きいため、現時点で合理的な業績予想の算定が
困難であります。そのため、23年３月期の連結業績予想につきましては、記載しておりませんが、期中において業績予想の開示が可能となった時点で速や
かに開示いたします。 



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  有  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.4「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 1 社 （社名 三洋信販株式会社 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  134,866,665株 22年3月期  134,866,665株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  8,051,556株 22年3月期  8,051,468株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  126,815,161株 22年3月期3Q  126,815,302株



1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報 ………………………………………… P. 2 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 ………………………………………………… P. 2 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 ………………………………………………… P. 2 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 ………………………………………………… P. 3 

2. その他の情報 …………………………………………………………………………… P. 4 

(1) 重要な子会社の異動の概要 ………………………………………………………… P. 4 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 ……………………………………… P. 4 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 ……………………………… P. 4 

3. 四半期連結財務諸表 …………………………………………………………………… P. 6 

(1) 四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………… P. 6 

(2) 四半期連結損益計算書 ……………………………………………………………… P. 8 

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………… P.10 

(4) 継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………… P.11 

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ……………………………… P.11 

(6) 重要な後発事象 ……………………………………………………………………… P.11 

4. 補足情報 ………………………………………………………………………………… P.12 

(1) 営業収益 ……………………………………………………………………………… P.12 

(2) その他の指標 ………………………………………………………………………… P.12 

  

※ 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等

は、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成23年１月28日（金）  国内機関投資家・証券アナリスト向け電話会議 

  

※ 上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家の皆様向けにも適宜、事業・業績に関する情

報を当社ホームページ上で提供しております。 

○添付資料の目次
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当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種の政策効果を背景に企業収益は改善が続き、

個人消費は持ち直しつつあるものの、失業率が高水準にあるなど雇用情勢の悪化懸念が残っておりま

す。また、欧米を中心とした海外景気の下振れ懸念に加え、為替レートや株価の変動により景気が下押

しされるリスクが存在しております。 

なお、消費者金融業界におきましては、平成22年６月18日の「貸金業法」完全施行による総量規制の

導入等により、貸金業者に対する業務規制がこれまで以上に強化されたことに加え、業界大手が会社更

生法適用申請を行なった影響による利息返還請求の増加懸念など、経営環境は依然厳しさを増しており

ます。 

こうした環境の中、当社グループでは、平成22年１月28日に発表いたしました「事業構造改革プラ

ン」による事業構造改革とそれに伴う抜本的なコスト削減及び競合激化の中で効率的かつ高品質な顧客

サービスを提供する営業体制への変革を引き続き進めてまいりました。 

当第３四半期連結累計期間の当社グループの経営成績といたしましては、債権の良質化に向けた与信

の厳格化等による営業貸付金の減少に伴う利息収入の減少などにより、営業収益は187,545百万円、経

常利益は21,274百万円、当期純利益は10,426百万円となりました。 

  

① 資産、負債、純資産の状況 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて28.0％減少し、1,006,614百万円となりました。これは、債

権の良質化に向けた与信の厳格化や、ポケットカード株式会社(以下、ポケットカード)が連結の範囲か

ら除外されたことなどにより、営業貸付金が349,577百万円減少したことなどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.0％減少し、164,404百万円となりました。これは、有形固

定資産が2,095百万円、無形固定資産が10,146百万円それぞれ減少した一方で、ポケットカードが連結

の範囲から除外され持分法を適用する関連会社となったことに伴う投資有価証券の増加により、投資そ

の他の資産が10,646百万円増加したことなどによります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて25.1％減少し、1,171,018百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて32.0％減少し、426,414百万円となりました。これは、短期

借入金が71,065百万円、１年内償還予定の社債が24,100百万円、コマーシャル・ペーパーが11,700百万

円、１年内返済予定の長期借入金が74,003百万円それぞれ減少するなど、資金調達残高が減少したこと

などによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて27.2％減少し、463,653百万円となりました。これは、社債

が40,064百万円、長期借入金が47,594百万円、債権流動化債務が44,668百万円、利息返還損失引当金が

39,433百万円それぞれ減少したことなどによります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて29.6％減少し、890,067百万円となりました。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて6.2％減少し、280,950百万円となりました。これは、利益

剰余金が9,158百万円増加した一方で、少数株主持分が25,387百万円減少したことなどによります。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報
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② キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から43,083百万円

（29.3％）減少し、103,990百万円となりました。なお、各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであ

ります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結累計期間において営業活動により得られた資金は140,276百万円となりました。こ

れは、営業貸付金の減少223,858百万円、売上債権の減少13,189百万円等の資金増加要因と、非資金科

目である貸倒引当金の減少53,537百万円、利息返還損失引当金の減少44,982百万円等の資金減少要因に

よるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

当第３四半期連結累計期間における投資活動による支出は13,617百万円となりました。これは、定期

預金の増加による支出14,940百万円などによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結累計期間において財務活動により使用した資金は159,222百万円となりました。こ

れは、短期借入金の純収支額が29,784百万円の支出、長期借入金の純収支額が82,880百万円の支出、社

債の純収支額が45,155百万円の支出等によるものです。 

  

当社グループを取り巻く環境は、今後も厳しいものと考えられますが、引き続き「事業構造改革プラ

ン」の推進に努め、連結業績の維持・向上を図るため、グループ全体での収益基盤の強化を目指してま

いります。なお、今後の見通しについては、昨年６月の貸金業法完全施行による影響が不透明なことか

ら引き続き未定とさせていただきます。期中において業績予想の開示が可能となった時点で速やかに開

示いたします。 

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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当社は、平成22年10月１日を効力発生日として、当社の特定子会社である三洋信販株式会社及び三洋

信販株式会社の持株会社である朝日エンタープライズ株式会社(当社の完全子会社)を吸収合併しており

ます。 

  

  

①簡便な会計処理 

  

繰延税金資産の算定方法  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境に著しい変化が生じて

おらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末におい

て使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法により算定しております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

  

該当事項はありません。 

  

  

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号  平成20年３月

10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号  平

成20年３月10日)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20

年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成

20年３月31日)を適用しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ181百万円減少し、

税金等調整前四半期純利益は、2,186百万円減少しております。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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③「企業結合に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12

月26日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)、「『研究

開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号  平成20年12月26日)、「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準第７号  平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会

計基準第16号  平成20年12月26日公表分)、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)を適用しております。 
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 109,538 138,772

受取手形及び売掛金 260 672

営業貸付金 948,407 1,297,985

割賦売掛金 8,334 78,843

買取債権 24,070 27,774

短期貸付金 12,008 11,548

繰延税金資産 1,720 8,464

求償債権 30,522 32,453

その他 44,621 46,701

貸倒引当金 △172,870 △245,372

流動資産合計 1,006,614 1,397,844

固定資産

有形固定資産 62,093 64,188

無形固定資産

のれん 43,041 47,823

その他 5,708 11,072

無形固定資産合計 48,750 58,896

投資その他の資産

投資有価証券 43,315 24,212

その他 10,572 19,301

貸倒引当金 △327 △599

投資その他の資産合計 53,560 42,914

固定資産合計 164,404 165,998

資産合計 1,171,018 1,563,843

負債の部

流動負債

短期借入金 81,138 152,203

1年内償還予定の社債 50,000 74,100

コマーシャル・ペーパー － 11,700

1年内返済予定の長期借入金 162,905 236,908

未払法人税等 1,364 1,601

賞与引当金 872 2,949

債務保証損失引当金 12,904 18,668

利息返還損失引当金 60,518 73,108

事業再構築引当金 1,035 3,292

その他の引当金 14 700

その他 55,661 51,714

流動負債合計 426,414 626,946
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

社債 165,392 205,456

転換社債型新株予約権付社債 42,000 42,000

長期借入金 153,747 201,341

債権流動化債務 27,331 72,000

退職給付引当金 4,384 5,581

利息返還損失引当金 68,084 107,517

その他の引当金 41 45

その他 2,671 3,347

固定負債合計 463,653 637,289

負債合計 890,067 1,264,236

純資産の部

株主資本

資本金 80,737 80,737

資本剰余金 127,332 127,332

利益剰余金 122,025 112,866

自己株式 △57,425 △57,425

株主資本合計 272,670 263,511

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 740 776

為替換算調整勘定 △7,359 △4,947

評価・換算差額等合計 △6,619 △4,171

新株予約権 43 23

少数株主持分 14,856 40,243

純資産合計 280,950 299,606

負債純資産合計 1,171,018 1,563,843
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

営業収益

営業貸付金利息 202,173 143,059

その他の金融収益 100 90

商品売上高 2,505 1,904

その他の営業収益 54,215 42,489

営業収益合計 258,994 187,545

営業費用

金融費用 15,275 11,958

商品売上原価 543 308

その他の営業費用 225,541 156,087

営業費用合計 241,359 168,354

営業利益 17,634 19,190

営業外収益

受取利息及び配当金 347 242

持分法による投資利益 666 2,089

その他 396 595

営業外収益合計 1,410 2,928

営業外費用

支払利息 671 572

貸倒引当金繰入額 459 －

その他 322 271

営業外費用合計 1,453 844

経常利益 17,591 21,274

特別利益

固定資産売却益 48 12

投資有価証券売却益 40 275

賞与引当金戻入額 684 530

清算配当金 546 －

受取和解金 － 1,000

その他 25 294

特別利益合計 1,344 2,113
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

特別損失

固定資産売却損 3 45

固定資産除却損 309 205

減損損失 324 52

投資有価証券評価損 0 7

関係会社株式評価損 370 677

関係会社株式売却損 626 39

事業再編損 52 6,158

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,004

その他 5 192

特別損失合計 1,694 9,383

税金等調整前四半期純利益 17,242 14,004

法人税、住民税及び事業税 2,697 2,302

法人税等調整額 △2,192 118

法人税等合計 505 2,420

少数株主損益調整前四半期純利益 － 11,583

少数株主利益 896 1,156

四半期純利益 15,839 10,426
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 17,242 14,004

減価償却費 5,727 3,367

のれん償却額 4,781 4,782

貸倒引当金の増減額（△は減少） △36,729 △53,537

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △53,384 △44,982

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △10,176 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,004

営業貸付金の増減額（△は増加） 164,480 223,858

売上債権の増減額（△は増加） 832 13,189

求償債権の増減額（△は増加） △5,030 △1,935

債権流動化債務の増減額（△は減少） 11,000 983

その他 △5,939 △18,906

小計 92,804 142,828

利息及び配当金の受取額 867 464

利息の支払額 △676 △575

法人税等の支払額 △3,757 △2,440

営業活動によるキャッシュ・フロー 89,237 140,276

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △1,883 △14,940

有価証券の増減額（△は増加） 11,300 －

無形固定資産の取得による支出 △2,274 △1,031

関係会社株式の取得による支出 △87 △535

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△76 －

貸付けによる支出 △605 △60

貸付金の回収による収入 156 644

その他 587 2,305

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,115 △13,617

財務活動によるキャッシュ・フロー

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △1,000 －

短期借入れによる収入 284,430 42,411

短期借入金の返済による支出 △288,315 △72,195

長期借入れによる収入 91,827 84,760

長期借入金の返済による支出 △158,394 △167,640

社債の発行による収入 － 9,844

社債の償還による支出 △42,200 △55,000

配当金の支払額 △276 △1,268

その他 △62 △133

財務活動によるキャッシュ・フロー △113,992 △159,222

現金及び現金同等物に係る換算差額 △202 △2,276

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17,840 △34,839

現金及び現金同等物の期首残高 142,974 147,074

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 153 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △8,244

現金及び現金同等物の四半期末残高 125,287 103,990
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当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

当社は、平成23年１月19日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社ネットフュ

ーチャーが保有している、カーコンビニ倶楽部株式会社の全株式を売却することを決議し、同日に株

式会社ネットフューチャーは株式売買契約を締結いたしました。 

１．株式売却の理由 

経営体質の強化に向け遂行している事業構造改革の一環として、消費者金融事業への経営資源の

集中を図るべくグループ会社の再編を進めているものであります。 

２．売却先 

個人 (当社との関係はありません。) 

３．売却時期 

平成23年１月19日 

４．当該連結子会社の主な事業内容 

自動車整備業、板金塗装業 

５．売却する株式の数、売却価額等 

(１) 売却する株式の数    200株 

(２) 売却時株式帳簿価額  200円 

(３) 売却価額            200円 

(４) 売却後の持分比率     －％ 

６． 業績に与える影響 

当該株式売却が損益に与える影響は軽微であります。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

(6) 重要な後発事象
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(注) 「その他の金融収益」は、預金利息、貸付金利息(「営業貸付金利息」を除く)などであります。 

  

 
(注) １  顧客数は顧客別に名寄せした債務者数で、当社及び連結子会社毎の顧客数の合計を記載しております。 

２  自動契約機台数は、総設置台数であります。 

３  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

４  貸倒償却額は、求償債権及び割賦売掛金等の貸倒償却額を含めて記載しております。 

  

4. 補足情報

(1) 営業収益

項    目

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

前連結会計年度

自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日

自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

 営 業 貸 付 金 利 息 202,173 78.1 143,059 76.3 261,479 77.1

 そ の 他 の 金 融 収 益 100 0.0 90 0.0 131 0.0

 商 品 売 上 高 2,505 1.0 1,904 1.0 3,191 1.0

 そ の 他 の 営 業 収 益 54,215 20.9 42,489 22.7 74,179 21.9

償 却 債 権 取 立 益 6,133 2.4 5,299 2.8 7,823 2.3

あ っ せ ん 収 益 7,770 3.0 730 0.4 10,546 3.1

買 取 債 権 回 収 高 9,864 3.8 9,825 5.3 13,534 4.0

保 証 事 業 収 益 21,641 8.3 23,443 12.5 29,017 8.6

そ の 他 8,804 3.4 3,190 1.7 13,258 3.9

営 業 収 益 合 計 258,994 100.0 187,545 100.0 338,982 100.0

(2) その他の指標

項    目

前第３四半期
連結会計期間末

当第３四半期
連結会計期間末

前連結会計年度末

（平成21年12月31日） （平成22年12月31日） （平成22年３月31日）

 営業貸付金残高 (百万円) 1,374,950 948,407 1,297,985

無担保ローン 1,363,734 939,675 1,287,448

有担保ローン 11,215 8,732 10,537

 顧客数 (人) 2,693,634 2,005,969 2,587,582

無担保ローン 2,690,617 2,003,391 2,584,674

有担保ローン 3,017 2,578 2,908

 店舗数 (店) 1,555 1,336 1,538

有人店舗 194 48 169

自動契約店舗(無人) 1,361 1,288 1,369

 自動契約機台数 (台) 1,538 1,335 1,521

 現金自動設備 (台) 1,546 1,328 1,522

 ローン申込機 (台) 179 ─ 150

 従業員数   (人) 4,730 2,929 4,522

 貸倒償却額 (百万円) 134,366 117,426 188,831

 貸倒引当金残高  (百万円) 259,393 173,197 245,971
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